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１【提出理由】

 

平成30年６月28日に提出いたしました有価証券報告書につきまして、記載事項の一部を訂正するため、本有価

証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 

２【訂正の内容】

 

訂正箇所には下線を付しております。

 

第一部【企業情報】

 

第６【経理の状況】
 

＜訂正前＞

（前略）

３【その他】

（１） 後発事象

本書の他の箇所で記載されている事項を除き、後発事象に関して追加すべき事項はない。

 

（２） 訴訟

無し。

 

＜訂正後＞

（前略）

３【その他】

（１） 後発事象

本書の他の箇所で記載されている事項を除き、後発事象に関して追加すべき事項はない。

 

（２） 訴訟

無し。

 

４【台湾で適用されている国際財務報告基準と日本における会計原則及び会計慣行との主要な相違】

 

本書記載の連結財務書類および個別財務書類は、台湾で適用されている国際財務報告基準(以下「T-IFRS」と

いう。)に準拠して作成されている。T-IFRSは、日本において一般に公正妥当と認められる会計原則(以下「日本

基準」という。)とはいくつかの点で相違しており、その主な相違は以下に要約されている。
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(1) 連結手続

 

(a) 連結会社間の会計方針の統一

T-IFRSでは、IFRS第10号「連結財務諸表」に基づき、親会社は、類似の状況における同様の取引及び他の事象

に関し、統一された会計方針を用いて、連結財務諸表を作成しなければならない。在外子会社の財務諸表は、そ

れぞれの国で認められている会計原則を使用して作成されている場合でも、連結に先立ち、親会社が使用するT-

IFRSに準拠した会計方針に一致させるよう必要なすべての修正及び組替が行われる。また、国際会計基準（以下

「IAS」という。）第28号「関連会社及び共同支配企業に対する投資」に基づき、関連会社又は共同支配企業が

類似の状況における同様の取引及び事象に関して、企業とは異なる会計方針を用いている場合には、企業が持分

法を適用するために関連会社又は共同支配企業の財務諸表を用いる際に、関連会社又は共同支配企業の会計方針

を企業の会計方針に合わせるための修正を行わなければならない。

 

日本では、企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」に基づき、連結財務諸表を作成する場合、

同一環境下で行われた同一の性質の取引等について、親会社及び子会社が採用する会計処理の原則及び手続は、

原則として統一しなければならない。但し、実務対応報告第18号「連結財務諸表作成における在外子会社の会計

処理に関する当面の取扱い」(以下、「実務対応報告第18号」という。)により、在外子会社の財務諸表がIFRS又

は米国会計基準に準拠して作成されている場合には、一定の項目(のれんの償却、退職給付会計における数理計

算上の差異の費用処理、研究開発費の支出時費用処理など)の修正を条件に、これを連結決算手続上利用するこ

とができる。

関連会社についても、企業会計基準第16号「持分法に関する会計基準」に従い、同一環境下で行われた同一の

性質の取引等について、投資会社(その子会社を含む。)及び持分法を適用する被投資会社が採用する会計処理の

原則及び手続は、原則として統一することとされた。但し、実務対応報告第24号「持分法適用関連会社の会計処

理に関する当面の取扱い」により、在外関連会社については、当面の間、実務対応報告第18号で規定される在外

子会社に対する当面の取扱いに準じて行うことができる。

 

(b) 報告日の統一

T-IFRSでは、IFRS第10号「連結財務諸表」に基づき、連結財務諸表作成に用いる親会社及びその子会社の財務

諸表は、同じ報告日としなければならない。親会社の報告期間の期末日が子会社と異なる場合、子会社は、実務

上不可能な場合を除いて、連結のために親会社の財務諸表と同日現在の追加的な財務諸表を作成して、親会社が

子会社の財務情報を連結できるようにする。実務上不可能な場合には、親会社は子会社の直近の財務諸表を用い

て子会社の財務情報を連結しなければならないが、当該財務諸表の日付と連結財務諸表の日付との間に生じた重

要な取引又は事象の影響について調整する。いかなる場合でも、子会社の財務諸表と連結財務諸表の日付の差異

は３か月を超えてはならず、報告期間の長さ及び財務諸表の日付の差異は毎期同一でなければならない。

また、関連会社及び共同支配企業については、IAS第28号「関連会社及び共同支配企業に対する投資」に基づ

き、企業が持分法を適用する際には、関連会社又は共同支配企業の直近の利用可能な財務諸表を使用する。企業

の報告期間の末日が関連会社又は共同支配企業と異なる場合には、関連会社又は共同支配企業は、実務上不可能

な場合を除いて、企業の使用のために、企業の財務諸表と同じ日付で財務諸表を作成する。子会社と同様に、持

分法を適用する際に用いる関連会社又は共同支配企業の財務諸表を企業と異なる日付で作成する場合には、その

日付と企業の財務諸表の日付との間に生じた重要な取引又は事象の影響について調整を行わなければならない。

いかなる場合にも、関連会社又は共同支配企業の報告期間の末日と企業の報告期間の末日との差異は３か月以内

でなければならない。報告期間の長さとその末日の差異は毎期同じでなければならない。

EDINET提出書類

チョンホア・テレコム・カンパニー・リミテッド(E05931)

訂正有価証券報告書

 3/30



 

日本では、企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」に基づき、子会社の決算日と連結決算日の

差異が３か月を超えない場合には、子会社の正規の決算を基礎として連結決算を行うことができる。但し、この

場合には、子会社の決算日と連結決算日が異なることから生じる連結会社間の取引に係る会計記録の重要な不一

致について、必要な整理を行う。

関連会社についても、企業会計基準第16号「持分法に関する会計基準」に従い、投資会社は、関連会社の直近

の財務諸表を使用する。投資会社と関連会社の決算日に差異があり、その差異の期間内に重要な取引又は事象が

発生しているときには、必要な修正又は注記を行う。

 

(2) 連結の範囲及び持分法の適用範囲

 

(a)　連結の範囲及び持分法の適用範囲

T-IFRSでは、IFRS第10号「連結財務諸表」に基づき、支配を有する会社(子会社)に対しては連結、IAS第28号

「関連会社及び共同支配企業に対する投資」に基づき、投資先に対して共同支配又は重要な影響力を有する企業

は、関連会社又は共同支配企業に対する投資を持分法で会計処理しなければならない。IFRS第10号では、投資者

が、投資先に対するパワー、投資先への関与により生じる変動リターンに対するエクスポージャー又は権利を有

し、かつ、投資者のリターンの額に影響を及ぼすように投資先に対するパワーを用いる能力を有している場合に

は、投資先を支配していると判定される。IAS第28号では、重要な影響力とは、投資先の財務及び営業の方針決

定に参加するパワーであるが、当該方針に対する支配又は共同支配ではないものと定めている。

またIFRS第12号では、「組成された企業」（特別目的事業体と類似の性格を有すると考えられる。）が規定さ

れており、上記IFRS第10号の支配の概念に照らし、投資者が組成された企業を支配していると判定される場合に

は、連結の範囲に含めることになる。

 

日本では、企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」に基づき、実質支配力基準により連結の範

囲が決定され、支配の及ぶ会社(子会社)は連結の範囲に含まれる。但し、子会社のうち支配が一時的であると認

められる企業、又は連結することにより利害関係者の判断を著しく誤らせるおそれのある企業については、連結

の範囲に含めないこととされている。また、非連結子会社及び重要な影響力を与えることができる会社(関連会

社)については、持分法の適用範囲に含める。尚、日本でも、IFRSの共同支配企業に該当するものには持分法が

適用される。

また、日本では、特別目的会社については、企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」及び企業

会計基準適用指針第22号「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」に基づ

き、特別目的会社が適正な価額で譲り受けた資産から生ずる収益を当該特別目的会社が発行する証券の所有者に

享受させることを目的として設立され、当該特別目的会社の事業がその目的に従い適切に遂行されているとき

は、当該特別目的会社に資産を譲渡した会社から独立しているものと認め、当該特別目的会社に資産を譲渡した

会社の子会社に該当しないものと推定される。したがって、当該要件を満たす特別目的会社は、連結の範囲に含

まれないことになる。但し、このように連結の範囲に含まれない特別目的会社については、企業会計基準適用指

針第15号「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」に基づき、当該特別目的会社の概要、当該特別目

的会社を利用した取引の概要、当期に行った当該特別目的会社との取引金額又は当該取引の期末残高等の一定の

開示を行うことが、特別目的会社に資産を譲渡した会社に求められている。

 

(b)　連結の例外

EDINET提出書類

チョンホア・テレコム・カンパニー・リミテッド(E05931)

訂正有価証券報告書

 4/30



T-IFRSでは、IFRS第10号「連結財務諸表」に従い、親会社が投資企業の定義に該当する場合には、一定の場合

を除き子会社を連結してはならず、それに代えて、子会社に対する投資をIAS第39号「金融商品：認識及び測

定」に従い純損益を通じて公正価値で測定しなければならない。

 

尚、投資企業の親会社は、投資企業である子会社を通じて支配している企業を含めて、支配しているすべての

企業を連結しなければならない。但し、親会社自身が投資企業である場合を除く。

 

日本では、企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」及び企業会計基準適用指針第22号「連結財

務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」に従い、親会社が、財務上又は営業上若し

くは事業上の関係からみて他の企業の意思決定機関を支配していないことが明らかであると認められる場合に

は、当該他の企業を子会社に該当しないものとして取り扱うことができる。

 

(3) 非支配持分

 

T-IFRSでは、IFRS第３号「企業結合」に基づき、企業結合ごとに、取得企業は、取得日現在で、被取得企業に

対する非支配持分のうち、現在の所有持分であり、清算時に企業の純資産に対する比例的な取り分を保有者に与

えているものを、以下のいずれかで測定しなければならない。

(a) 非支配持分の公正価値

(b) 被取得企業の識別可能純資産の認識金額に対する現在の所有権金融商品の比例的な取り分

非支配持分の他のすべての内訳項目は、他の測定基礎がT-IFRSで要求されている場合を除き、取得日の公正価

値で測定しなければならない。

また、子会社に対する親会社の所有持分の変動(非支配持分との取引)で支配の喪失とならない場合には資本取

引として会計処理される。

 

日本では、2013年９月に企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」が改正され、2015年４月１日

以後開始事業年度からは日本でも、「少数株主持分」の呼称は「非支配株主持分」に変更され、また支配を喪失

しない子会社に対する親会社持分の変動額と投資の増減額との差額は資本剰余金に計上されている。

但し、T-IFRSのように非支配株主持分を公正価値で測定する方法は引き続き認められておらず、非支配株主持

分は取得日における被取得企業の識別可能純資産に対する現在の持分で測定される。

 

(4) 他の企業への関与の開示

 

T-IFRSでは、IFRS第12号「他の企業への関与の開示」に従い、次の事項に関する開示が要求されている。

(a)　重大な判断及び仮定（支配、共同支配及び重要な影響力等を決定する際に行った重大な判断及び仮定）

(b)　子会社への関与（企業集団の構成、非支配持分が企業集団の活動及びキャッシュ・フローに対して有し

ている関与、企業集団の資産へのアクセス等に対する重大な制限の内容及び程度、連結した組成された企

業への関与に関連したリスクの内容、所有持分の変動）

(c)　共同支配の取決め及び関連会社への関与（共同支配の取決め及び関連会社への関与の内容、程度及び財

務上の影響、並びに当該関与に関連したリスク）

(d)　非連結の組成された企業への関与（非連結の組成された企業への関与の内容及び程度、並びに当該関与

に関連したリスクの内容及び変動）
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日本では、上記に関して包括的に規定する会計基準はないが、連結の範囲に含まれない特別目的会社に関する

開示や、企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」に基づき、連結の範囲に含めた子会社、非連結

子会社に関する事項その他連結の方針に関する重要な事項及びこれらに重要な変更があったときは、その旨及び

その理由について開示することが要求されている。

 

(5) 企業結合

 

T-IFRSでは、IFRS第３号「企業結合」に基づき、すべての企業結合に取得法が適用されている(共同支配の取

り決め自体の財務諸表における共同支配の取決めの形成の会計処理、共通支配下の企業又は事業の結合、及び事

業を構成しない資産又は資産グループの取得を除く。)。取得法では、取得日において、取得企業は識別可能な

取得した資産及び引き受けた負債を、原則として、取得日時点の公正価値で認識する。

 

日本でも、企業会計基準第21号「企業結合に関する会計基準」に基づき、すべての企業結合(共同支配企業の

形成及び共通支配下の取引を除く。)はパーチェス法(取得法に類似する方法)で会計処理されている。

日本基準とT-IFRSの間には、主に以下の差異が存在する。

 

(a)取得関連コストの処理

T-IFRSでは、IAS第32号及びIAS第39号にそれぞれ準拠して認識される負債性証券又は持分証券の発行コス

トを除き、移転した対価に含めず、サービスの提供を受けた期間の費用として処理する。

 

日本でも、2013年９月に企業会計基準第21号「企業結合に関する会計基準」が改正され、2015年４月１日

以後開始事業年度から、取得関連費用は発生した事業年度の費用として処理する。

 

(b)条件付対価の処理

T-IFRSでは、取得企業は条件付対価を、被取得企業との交換で移転した対価に含め、取得日公正価値で認

識しなければならない。また、条件付対価の公正価値に事後的な変動があった場合でも、一定の場合を除

き、のれんの修正は行わない。

 

日本では、条件付取得対価の交付又は引渡しが確実となり、その時価が合理的に決定可能となった時点

で、支払対価を取得原価として追加的に認識するとともに、のれんの修正を行う。

 

(c)のれんの当初認識及び非支配持分の測定

T-IFRSでは、企業結合ごとに以下のいずれかの方法を選択できる。

・　非支配持分も含めた被取得企業全体を公正価値で測定し、のれんは非支配持分に帰属する部分も含め

て測定する方法(全部のれん方式)

・　非支配持分のうち、現在の所有持分であり、清算時に企業の純資産に対する比例的な取り分を保有者

に与えているものは、被取得企業の識別可能純資産の認識金額に対する比例持分相当額として測定

し、のれんは取得企業の持分相当額についてのみ認識する方法(購入のれん方式)

 

日本では、T-IFRSのように非支配株主持分自体を時価評価する処理(全部のれん方式)は認められておら

ず、のれんは、取得原価が、取得した資産及び引き受けた負債に配分された純額を超過する額として算定

される(購入のれん方式)。
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(d)のれんの償却

T-IFRSでは、のれんの償却は行わず、のれんは、IAS第36号「資産の減損」に従い、毎期及び減損の兆候が

ある場合はその都度、減損テストの対象になる。

 

日本では、原則として、のれんの計上後20年以内に、定額法その他の合理的な方法により規則的に償却す

る。但し、金額に重要性が乏しい場合には、当該のれんが生じた事業年度の費用として処理することがで

きる。

 

(6) 金融商品の分類及び測定

 

T-IFRSでは、IAS第39号「金融商品：認識及び測定」が金融資産及び金融負債を以下のように分類し、測定す

ることを企業に要求している。

 

・　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産(公正価値オプション及び資産であるデリバティブを含む)は

公正価値で測定され、公正価値の変動は純損益に認識される。

・　売却可能金融資産は公正価値で測定される。売却可能金融資産の公正価値の変動はその他の包括利益に認

識される。

・　貸付金及び債権は実効金利法により償却原価で測定される。

・　満期保有投資は実効金利法により償却原価で測定される。

・　金融負債(公正価値オプション及び負債であるデリバティブを除く)は実効金利法により償却原価で測定さ

れる。

・　非上場の株式投資は、取得原価で測定されることがある。

 

またIAS第39号では、一定の要件を満たす場合、当初認識時に金融資産及び金融負債を純損益を通じて公正価

値で測定する金融資産及び金融負債に指定することで、公正価値で測定し、公正価値の変動額を純損益に認識す

ることが認められている(公正価値オプション)。

 

日本では、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に従い、金融資産及び金融負債は以下のように

測定される。

 

・　売買目的有価証券は、時価で測定し、時価の変動は純損益に認識される。

・　個別財務諸表においては、子会社株式及び関連会社株式は、取得原価で計上される。

・　満期保有目的の債券は、取得原価又は償却原価で測定される。

・　売買目的有価証券、満期保有目的の債券、子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券(「その他有価証

券」)は、時価で測定し、時価の変動額は  

a) 純資産に計上され、売却、減損あるいは回収時に損益計算書に計上されるか、又は

b) 個々の証券について、時価が原価を上回る場合には純資産に計上し、下回る場合には損益計算書に計上

する。

・　時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券については、それぞれ次の方法による。

a) 社債その他の債券の貸借対照表価額は、債権の貸借対照表価額に準ずる(即ち、取得原価又は償却原価

で測定される)。
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b) 社債その他の債券以外の有価証券は、取得原価をもって貸借対照表価額とする。

・　貸付金及び債権は、取得原価又は償却原価で測定される。

・　金融負債は債務額で測定される。但し、社債については、社債金額よりも低い価格又は高い価格で発行し

た場合など、収入に基づく金額と債務額とが異なる場合には、償却原価法に基づいて算定された価額で評

価しなければならない。

 

T-IFRSで認められている公正価値オプションに関する規定はない。

 

(7) 金融資産の認識の中止

 

T-IFRSでは、IAS第39号「金融商品：認識及び測定」に従い、企業が金融資産の所有に係るリスクと経済価値

のほとんどすべてを移転した場合、当該金融資産の認識を中止する。企業が譲渡資産に対する支配を保持してい

ない場合には、当該譲渡資産につき認識を中止する。

 

日本では、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に従い、譲渡金融資産の財務構成要素ごとに、

支配が第三者に移転しているかどうかの判断に基づいて、当該金融資産の認識の中止がなされる。

 

(8) 金融商品の分類変更

 

T-IFRSでは、IAS第39号「金融商品：認識及び測定」に従い、一定の条件を充足する場合には、「純損益を通

じて公正価値で測定」の区分から他の区分へ、「売却可能」の区分から「満期保有投資」又は「貸付金及び債

権」の区分へ分類変更することができる。

 

日本では、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に従い、売買目的又は売却可能(その他有価証

券)から満期保有目的への分類変更は認められず、売買目的から売却可能(その他有価証券)への分類変更につい

ては、正当な理由がある限られた状況(トレーディング業務の廃止を決定した場合に、売買目的として分類して

いた有価証券をすべて売却可能(その他有価証券)に分類変更することができる。)においてのみ認められてい

る。

 

(9) 金融商品の公正価値の開示

 

T-IFRSでは、IFRS第７号「金融商品：開示」に基づき、当該基準の対象となるすべての金融資産及び金融負債

について以下の開示を行うことが要求されている。

 

(a) 企業の財政状態及び業績に対する金融商品の重要性

(b) 企業が当期中及び報告期間の末日現在で晒されている金融商品から生じるリスクの内容及び程度並びに企業

の当該リスクの管理方法

 

日本では、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」及び企業会計基準適用指針第19号「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」に基づき、時価等の開示がすべての金融商品に求められ、かつ金融商品から生

じるリスクについての開示も求められている。但し、金融商品から生じるリスクのうち市場リスクに関する定量
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的開示が求められているのは、金融商品から生じるリスクが重要な企業(銀行・証券会社等)が想定されている。

また、市場リスク以外のリスク(流動性リスク・信用リスク)に関する定量的開示については明確な規定がない。

 

(10) 公正価値測定

 

T-IFRSでは、IFRS第13号「公正価値測定」は、一定の場合を除き、他のIFRSが公正価値測定又は公正価値測定

に関する開示（及び、売却コスト控除後の公正価値のような、公正価値を基礎とする測定又は当該測定に関する

開示）を要求又は許容している場合に適用される。IFRS第13号では、公正価値を「測定日時点で、市場参加者間

の秩序ある取引において、資産を売却するために受け取るであろう価格又は負債を移転するために支払うであろ

う価格」と定義している。また、IFRS第13号は、公正価値の測定に用いたインプットの性質に基づき3つの階層

に分類し、公正価値測定を当該階層別に開示することを求めている。

 

日本では、すべての金融資産・負債並びに非金融資産・負債を対象とする公正価値測定を包括的に規定する会

計基準はなく、各会計基準において時価の算定方法が個別に定められている。金融商品の時価については、企業

会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」において、時価とは公正な評価額をいい、市場価格に基づく価

額、市場価格がない場合には合理的に算定された価額と定義されている。また、公正価値の階層に関する会計基

準は、現時点では基準化されていない。

 

(11) 資産の減損

 

(a)　固定資産の減損

 

T-IFRSでは、IAS第36号「資産の減損」に従い、資産又は資金生成単位に減損の兆候が認められ、その資産又

は資金生成単位の回収可能価額(処分コスト控除後の公正価値と使用価値(資産又は資金生成単位から生じると見

込まれる見積将来キャッシュ・フローの現在価値)のいずれか高い金額)が帳簿価額を下回ると見積られる場合

に、その差額を減損損失として認識する。減損損失計上後、一定の条件が満たされた場合、のれんに対して認識

された減損を除き、減損損失の戻入が要求される。尚、耐用年数を確定できない無形資産やのれんについては、

減損の兆候の有無にかかわらず、毎年減損テストを実施しなければならない。

 

日本では、企業会計審議会公表の「固定資産の減損に係る会計基準」に従い、資産又は資産グループの減損の

兆候が認められ、かつ割引前将来キャッシュ・フローの総額(20年以内の合理的な期間に基づく)が帳簿価額を下

回ると見積られた場合に、その資産又は資産グループの回収可能価額(正味売却価額と使用価値(資産又は資産グ

ループの継続的使用と使用後の処分によって生じると見込まれる将来キャッシュ・フローの現在価値)のいずれ

か高い方の金額)と帳簿価額の差額につき減損損失を認識する。減損損失の戻入は認められない。

 

(b)　金融資産の減損

 

T-IFRSでは、IAS第39号「金融商品：認識及び測定」に従い、金融資産が減損しているという客観的証拠が存

在する場合には、以下の測定区分ごとの方法に従い減損損失を認識する。
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・　償却原価で計上されている金融資産(貸付金及び債権又は満期保有投資)：減損損失の額は、当該金融資産

の帳簿価額と、その見積将来キャッシュ・フローを当該金融資産の当初の実効金利で割り引いた現在価値

との差額として測定される。

・　取得原価で計上されている金融資産(非上場の株式投資等)：減損損失の額は、当該金融資産の帳簿価額と

見積将来キャッシュ・フローを類似の金融資産の現在の市場利回りで割り引いた現在価値との間の差額で

測定される。

・　売却可能金融資産：売却可能持分投資の場合、有価証券の取得価額を下回る公正価値の著しい下落又は長

期にわたる下落が減損の客観的証拠となる。売却可能金融資産に関する客観的証拠が存在する場合、累積

損失を資本から振り替え、純損益に認識する。

 

減損損失の戻入は、一定の条件が満たされた場合に要求される。但し、公正価値を信頼性をもって測定できな

いため取得原価で計上されている資本性金融商品、及び売却可能に分類されている資本性金融商品に係る減損損

失についての戻入は、禁じられている。

 

日本では、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に従い、満期保有目的の債券、子会社株式及び

関連会社株式並びにその他有価証券のうち、時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品以外のもの

について時価が著しく下落したときは、回復する見込があると認められる場合を除き、時価をもって貸借対照表

価額とし、評価差額は当期の損失として処理しなければならない。時価を把握することが極めて困難と認められ

る株式については、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下した場合には、相当の減額をし、評

価差額は当期の損失として処理する。また、営業債権・貸付金等の債権については、債務者の財政状態及び経営

成績等に応じて債権を３つ(一般債権、貸倒懸念債権及び破産更生債権等)(金融機関では５つ)に区分し、区分ご

とに定められた方法に従い貸倒見積高を算定する。

また日本では、減損の戻入は、株式について禁止されているだけでなく、満期目的保有の債券及びその他の有

価証券に分類されている債券についても原則として認められていない。貸付金及び債権についても、直接減額を

行った場合には、減損の戻入益の計上は認められていない。

 

(12) ヘッジ会計

 

T-IFRSでは、IAS第39号「金融商品：認識及び測定」において、ヘッジに関する方針の文書化等のヘッジ会計

の要件を満たした場合に、以下の３つのヘッジ関係に基づいて会計処理される。

(a) 公正価値ヘッジ：認識されている資産若しくは負債又は認識されていない確定約定(又はこれらの一部)の公

正価値の変動に対するエクスポージャーのうち、特定のリスクに起因し、かつ、純損益に影響し得るものの

ヘッジ。

ヘッジ対象の特定のリスクに起因する公正価値の変動とヘッジ手段の公正価値の変動は、ともに純損益に認

識される。

(b) キャッシュ・フロー・ヘッジ：キャッシュ・フローの変動可能性に対するエクスポージャーのうち、認識さ

れている資産又は負債に関連する特定のリスク又は可能性の非常に高い予定取引に起因し、かつ純損益に影

響しうるものに対するヘッジ。

ヘッジ手段の利得又は損失の有効部分はその他の包括利益に直接認識され、非有効部分は純損益に認識され

る。

(c) 在外営業活動体に対する純投資のヘッジ：在外営業活動体に対する純投資のヘッジ。
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有効なヘッジと判断されるヘッジ手段から生じる為替換算差額は、その他の包括利益に直接認識され、非有

効部分については純損益に認識される。

 

日本では、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に従い、原則として、時価評価されているヘッ

ジ手段に係る損益又は評価差額を、ヘッジ対象に係る損益が認識されるまで純資産の部において繰延べる方法

(繰延ヘッジ)による。但し、その他有価証券の場合等の一定の要件を満たす場合、ヘッジ対象に係る相場変動等

を損益に反映させることにより、その損益とヘッジ手段に係る損益とを同一の会計期間に認識する方法(時価

ヘッジ)も認められている。

また、ヘッジ全体が有効と判定され、ヘッジ会計の要件が満たされている場合には、ヘッジ手段に生じた損益

のうち結果的に非有効となった部分についても、ヘッジ会計の対象として繰延処理を行うことができる。尚、非

有効部分を合理的に区分できる場合には、非有効部分を繰延処理の対象とせずに当期の純損益に計上する方法を

採用することができる。

資産又は負債に係る金利の受払条件を変換することを目的として利用されている金利スワップが、金利変換の

対象となる資産又は負債とヘッジ会計の要件を充たしており、かつ、その想定元本、利息の受払条件及び契約期

間が当該資産又は負債とほぼ同一である場合には、金利スワップを時価評価せず、その金銭の受払の純額等を当

該資産又は負債に係る利息に加減する「特例処理」が認められている。また、ヘッジ会計の要件を満たす為替予

約等については、当分の間、為替予約等により確定する決済時における円貨額により外貨建取引及び金銭債権債

務等を換算し直物為替相場との差額を期間配分する方法(「振当処理」)によることができる。

 

(13) 株式交付費

 

T-IFRSでは、IAS第32号「金融商品：表示」に基づき、株式交付費は、資本からの控除として会計処理され

る。

 

日本では、実務対応報告第19号「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」に従い、株式交付費は、原則と

して支出時に費用として処理する。但し、企業規模の拡大のために行う資金調達などの財務活動(組織再編の対

価として株式を交付する場合を含む。)に係る株式交付費については、繰延資産に計上することができる。この

場合には、株式交付のときから３年以内のその効果の及ぶ期間にわたって、定額法により償却をしなければなら

ない。

 

(14) 退職給付(確定給付制度)

 

(a) 確定給付制度債務の期間配分方法

T-IFRSでは、IAS第19号「従業員給付」に従い、制度の給付算定式に基づいて勤務期間に給付を帰属させる方

法(給付算定式基準)が原則とされている。

 

日本では、企業会計基準第26号「退職給付に関する会計基準」に従い、退職給付見込額について全勤務期間で

除した額を各期の発生額とする方法(期間定額基準)と給付算定式基準のいずれかを選択適用することとされてい

る。

 

(b) 数理計算上の仮定

・  割引率
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T-IFRSでは、報告期間の末日時点の優良社債の市場利回りを参照して決定しなければならない。その

ような優良社債について厚みのある市場が存在しない通貨では、報告期間の末日時点の当該通貨建の

国債の市場利回りを使用しなければならない。また割引率は、毎期見直さなければならない。

 

日本では、安全性の高い債券の利回りを基礎として決定するが、これには、期末における国債、政府

機関債及び優良社債の利回りが含まれ、いずれも選択可能である。また、割引率等の計算基礎に一定

の重要な変動が生じていない場合には、割引率を見直さないことが認められている。

 

・　制度資産に係る利息収益（長期期待運用収益）

T-IFRSでは、年次報告期間の開始日時点で、制度資産の公正価値に上記の割引率を乗じて算定する

（期待運用収益の概念廃止）。尚、制度資産に係る利息収益は、確定給付制度債務に係る利息費用と

相殺の上、確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額に含める。

日本では、期首の年金資産の額に合理的に予想される収益率（長期期待運用収益率）を乗じて算定

する。

 

(c) 数理計算上の差異(再測定)及び過去勤務費用

T-IFRSでは、数理計算上の差異は、発生時にその全額をその他の包括利益に認識する。その他の包括利益から

純損益への振替（リサイクル）は、禁止されている。また、過去勤務費用は、純損益に即時認識する。

 

日本では、遅延認識が認められており、原則として各期の発生額について平均残存勤務期間内の一定の年数で

按分した額を毎期費用処理する。数理計算上の差異の当期発生額のうち費用処理されない部分(未認識数理計算

上の差異)及び過去勤務費用の当期発生額のうち費用処理されない部分(未認識過去勤務費用)についてはいずれ

も、その他の包括利益に計上する。また、その他の包括利益累計額に計上された未認識数理計算上の差異及び未

認識過去勤務費用のうち、当期に費用処理された部分については、その他の包括利益の調整(組替調整)を行う。

 

(d) 確定給付資産の上限

T-IFRSでは、確定給付制度が積立超過の場合には、確定給付資産の純額を次のいずれか低い方で測定する。

・当該確定給付制度の積立超過

・制度からの返還又は制度への将来掛金の減額の形で利用可能な経済的便益の現在価値(資産上限額)

 

日本では、そのような確定給付資産の上限はない。

 

(15) 株式に基づく報酬

 

T-IFRSでは、IFRS第２号「株式に基づく報酬」がすべての株式に基づく報酬取引に適用され、持分決済型、現

金決済型及び現金選択権付きの株式に基づく報酬取引の３つが規定されている。

(a) 持分決済型の株式に基づく報酬取引：受け取った財又はサービス及びそれに対応する資本の増加を、原則と

して受け取った財又はサービスの公正価値で測定する。従業員及び他の類似サービス提供者との取引におい

て受け取ったサービスについては、付与した資本性金融商品の付与日現在の公正価値で測定する。

(b) 現金決済型の株式に基づく報酬取引：受け取った財又はサービス及び発生した負債を、当該負債の公正価値

で測定する。
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(c) 現金選択権付きの株式に基づく報酬取引：株式に基づく報酬取引又は当該取引の構成要素を、現金(又は他の

資産)で決済する負債が発生している場合にはその範囲で現金決済型の株式に基づく報酬取引として、その

ような負債が発生していない場合にはその範囲で持分決済型の株式に基づく報酬取引として、会計処理され

る。

 

また持分決済型取引に関して、ストック・オプション等の公正価値と予想される権利確定数に基づいて費用計

上額を認識した後は、権利確定後に失効した場合でも費用の戻入等の処理は行われず、認識される株式に基づく

報酬費用の総額に影響は生じない。

 

日本でも、企業会計基準第８号「ストック・オプション等に関する会計基準」に基づき、ストック・オプショ

ンの付与日から権利確定日までの期間にわたり、付与日現在のストック・オプションの公正な評価額に基づいて

報酬費用が認識され、対応する金額は資本(純資産の部の新株予約権)に計上される。

但し、同基準の適用範囲は持分決済型株式報酬に限定されており、現金決済型取引等については特段規定がな

く、実務上は発生時に費用(引当)処理される。また持分決済型取引について、日本では、権利確定後に失効した

場合には失効に対応する新株予約権につき利益計上(戻入)を行う等、T-IFRSと異なる処理が行われている。

 

(16) 研究開発費

 

T-IFRSでは、IAS第38号「無形資産」に基づき、研究費は発生時に費用計上される。開発費は、一定の基準を

満たす場合に、資産に計上され耐用年数にわたり償却される。

 

日本では、すべての研究開発支出は発生時に費用計上しなければならない。

 

(17) 有形固定資産

 

(a) 減価償却方法

T-IFRSでは、IAS第16号「有形固定資産」に従い、資産の将来の経済的便益が企業によって消費されると予測

されるパターンを反映する減価償却方法を使用しなければならない。減価償却方法は、少なくとも各事業年度末

に再検討を行わなければならない。資産の将来の経済的便益の予測消費パターンに大きな変更があり、減価償却

方法の変更を行った場合には、会計上の見積りの変更として会計処理する。

 

日本では、日本公認会計士協会(以下、JICPAという。) 監査・保証実務委員会実務指針第81号「減価償却に関

する当面の監査上の取扱い」及び企業会計基準第24号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」に基づ

き、減価償却方法は会計方針に該当するが、その変更については、「会計方針の変更を会計上の見積りの変更と

区別することが困難な場合」として、会計上の見積りの変更と同様に取り扱う(遡及適用は行わない。)。

 

(b) コンポーネント・アカウンティング

T-IFRSでは、IAS第16号「有形固定資産」に従い、有形固定資産項目の取得原価の合計額に対して重要性のあ

る各構成部分に当初認識された金額を配分し、個別に減価償却を行わなければならない。

 

日本では、有形固定資産の減価償却の単位に関して、特段の規定はない。

 

(18) 収益認識
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T-IFRSでは、IAS第18号「収益」に従い、将来の経済的便益が企業に流入する可能性が高く、これらの便益が

信頼性をもって測定されうる時に収益が認識される。収益は受領する対価の公正価値により測定しなければなら

ない。取引から生ずる収益の額は、通常、当該取引当事者間の契約により決定され、企業が許容した値引きや割

戻しの額を考慮した後の公正価値により測定される。物品販売、サービスの提供、利息、ロイヤルティ及び配当

についてそれぞれ認識基準を規定している。

 

日本では、収益認識について特に規定がないが、企業会計原則の実現主義の原則に基づいている。物品販売に

ついては実務上、出荷基準が広く採用されている。割賦販売について、販売基準以外にも入金基準・回収期限到

来基準も容認されている。

 

(19) 繰延税金

 

(a) 繰延税金資産の回収可能性

T-IFRSでは、IAS第12号「法人所得税」に基づき、将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が

高い範囲内で、すべての将来減算一時差異について繰延税金資産を認識しなければならない。近年に損失が発生

した経歴があるときは、企業は、税務上の繰越欠損金又は繰越税額控除より発生する繰延税金資産を、十分な将

来加算一時差異を有する範囲内でのみ、又は税務上の繰越欠損金若しくは繰越税額控除の使用対象となる十分な

課税所得が稼得されるという他の信頼すべき根拠がある範囲内でのみ認識する。

 

日本では、企業会計基準適用指針第26号「繰延税金資産の回収可能性関する適用指針」に詳細な規定があり、

会社を収益力に基づく課税所得の十分性に応じて分類し、当該分類ごとに繰延税金資産の回収可能性を判断する

ための具体的な指針(数値基準含む。)が例示されている。

 

(b) 繰延税金資産・負債の表示

T-IFRSでは、IAS第１号「財務諸表の表示」に従い、企業が財務諸表上、資産及び負債を流動・非流動に区分

している場合でも、繰延税金資産及び繰延税金負債を非流動資産及び非流動負債として分類することを要求して

おり、流動資産及び流動負債に分類することを禁止している。

 

日本では、繰延税金資産及び繰延税金負債は、関連する資産又は負債の分類に基づき流動又は固定に区分する

ことが要求されている。

 

(c) 内部取引の未実現利益の消去に係る税効果

T-IFRSでは、IAS第12号「法人所得税」に基づき、内部取引の未実現利益の消去に係る税効果は、資産負債法

に基づき、一時差異が発生している資産を保有する買手の税率により繰延税金資産を測定する。買手では、未実

現利益の消去により発生する将来減算一時差異も含め、すべての将来減算一時差異についての繰延税金資産の回

収可能性を判断する。

 

日本では、JICPA会計制度委員会報告第６号「連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針」に基づ

き、内部取引の未実現利益の消去に係る一時差異に対しては、例外的に繰延法に基づき売却元の税率を使用す

る。また、未実現利益の消去に係る一時差異は、売却元の売却年度の課税所得の額を上限とする。

 

(20) リース取引
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T-IFRSでは、IAS第17号「リース」に基づき、資産の所有権に係るほとんどすべてのリスク及び経済価値が借

手に実質的に移転するリースは、借手の財務諸表にファイナンス・リースとして資産計上され、対応するリース

債務が負債計上される。

 

日本では、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に従い、ファイナンス・リース取引とは、解

約不能かつフルペイアウトの要件を満たすものをいい、ファイナンス・リース取引に該当するかどうかについて

はその経済的実質に基づいて判断すべきものであるとしている。但し、解約不能リース期間がリース物件の経済

的耐用年数の概ね75％以上、又は解約不能のリース期間中のリース料総額の現在価値がリース物件を借手が現金

で購入するものと仮定した場合の合理的見積金額の概ね90％以上のいずれかに該当する場合は、ファイナンス・

リースと判定され、借手の財務諸表に資産計上し、対応するリース債務を負債に計上する。尚、少額(リース契

約１件当たりのリース料総額が300万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース)又は短期(１年以内)のファイ

ナンス・リースについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行うことができる。

 

(21) 有給休暇

 

T-IFRSでは、IAS第19号「従業員給付」に従い、有給休暇の権利を増加させる勤務を従業員が提供したときに

有給休暇の予想コストを認識する。

 

日本では、有給休暇に関する特段の規定はない。

 

(22) 借入コスト

 

T-IFRSでは、IAS第23号「借入コスト」に基づき、適格資産の取得、建設又は生産に直接起因する借入コスト

は、当該資産の取得原価の一部として資産化される。但し、借入コストが将来、企業に経済的便益をもたらすこ

とが確実であり、かつ、原価が信頼性をもって測定可能である場合に限る。資産化の条件を満たさないそれ以外

の借入コストはすべて、発生した期間の費用として認識される。

 

日本では、借入コストは原則として発生した期間に費用処理しなければならない。但し、不動産開発事業を行

う場合にはJICPA業種別監査研究部会建設業部会・不動産業部会「不動産開発事業を行う場合の支払利子の監査

上の取扱いについて」に基づき、また、固定資産を自家建設する場合には「企業会計原則と関係諸法令との調整

に関する連続意見書」第三に基づき、一定の要件を満たす場合には借入金の支払利子の資産化が容認されてい

る。

 

(23) カスタマー・ロイヤルティ・プログラム(ポイント制度)

 

T-IFRSでは、IFRIC解釈指針第13号「カスタマー・ロイヤルティ・プログラム」に基づき、販売取引の一部と

して顧客に付与された特典クレジットは、受領したか又は受領し得る対価の公正価値を「特典クレジット」と

「当該販売のその他の構成要素」との間で配分し、当該販売取引から独立した識別可能な構成要素として会計処

理しなければならない。

 

日本では、ポイント制度の会計処理に関する明確な指針はない。
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(24) 負債と資本の区分

 

T-IFRSでは、IAS第32号「金融商品：表示」に基づき、当初認識時に、契約の実質、並びに金融負債、金融資

産及び資本性金融商品の定義に従い、金融負債、金融資産又は資本性金融商品に分類する。

 

日本では、会社法上の株式として発行された金融商品は、純資産の部に計上される。

 

(25) 損益計算書上の表示

 

T-IFRSでは、IAS第１号「財務諸表の表示」に基づき、収益又は費用のいかなる項目も、純損益及びその他の

包括利益を表示する計算書又は注記において、異常項目として表示してはならない。尚、IAS第１号では「営業

利益」を定義していないため、包括利益計算書に営業利益を表示することは要求されないが、認められる。

 

日本では、企業会計原則及び企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」に基づき、損益計算書

上、売上総利益、営業利益、経常利益、特別利益を含む損益の段階別表示を行わなければならない。

 

 

第９【提出会社の参考情報】
 

＜訂正前＞

（前略）

３【その他】

(1) 後発事象

本書の他の箇所で記載されている事項を除き、後発事象に関して追加すべき事項はない。

 

４【台湾で適用されている国際財務報告基準と日本における会計原則及び会計慣行との主要な相違】

 

本書記載の連結財務書類および個別財務書類は、台湾で適用されている国際財務報告基準(以下「T-IFRS」と

いう。)に準拠して作成されている。T-IFRSは、日本において一般に公正妥当と認められる会計原則(以下「日本

基準」という。)とはいくつかの点で相違しており、その主な相違は以下に要約されている。

 

 

(1) 連結手続

 

(a) 連結会社間の会計方針の統一

T-IFRSでは、IFRS第10号「連結財務諸表」に基づき、親会社は、類似の状況における同様の取引及び他の事象

に関し、統一された会計方針を用いて、連結財務諸表を作成しなければならない。在外子会社の財務諸表は、そ

れぞれの国で認められている会計原則を使用して作成されている場合でも、連結に先立ち、親会社が使用するT-

IFRSに準拠した会計方針に一致させるよう必要なすべての修正及び組替が行われる。また、国際会計基準（以下

「IAS」という。）第28号「関連会社及び共同支配企業に対する投資」に基づき、関連会社又は共同支配企業が

類似の状況における同様の取引及び事象に関して、企業とは異なる会計方針を用いている場合には、企業が持分
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法を適用するために関連会社又は共同支配企業の財務諸表を用いる際に、関連会社又は共同支配企業の会計方針

を企業の会計方針に合わせるための修正を行わなければならない。

 

日本では、企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」に基づき、連結財務諸表を作成する場合、

同一環境下で行われた同一の性質の取引等について、親会社及び子会社が採用する会計処理の原則及び手続は、

原則として統一しなければならない。但し、実務対応報告第18号「連結財務諸表作成における在外子会社の会計

処理に関する当面の取扱い」(以下、「実務対応報告第18号」という。)により、在外子会社の財務諸表がIFRS又

は米国会計基準に準拠して作成されている場合には、一定の項目(のれんの償却、退職給付会計における数理計

算上の差異の費用処理、研究開発費の支出時費用処理など)の修正を条件に、これを連結決算手続上利用するこ

とができる。

関連会社についても、企業会計基準第16号「持分法に関する会計基準」に従い、同一環境下で行われた同一の

性質の取引等について、投資会社(その子会社を含む。)及び持分法を適用する被投資会社が採用する会計処理の

原則及び手続は、原則として統一することとされた。但し、実務対応報告第24号「持分法適用関連会社の会計処

理に関する当面の取扱い」により、在外関連会社については、当面の間、実務対応報告第18号で規定される在外

子会社に対する当面の取扱いに準じて行うことができる。

 

(b) 報告日の統一

T-IFRSでは、IFRS第10号「連結財務諸表」に基づき、連結財務諸表作成に用いる親会社及びその子会社の財務

諸表は、同じ報告日としなければならない。親会社の報告期間の期末日が子会社と異なる場合、子会社は、実務

上不可能な場合を除いて、連結のために親会社の財務諸表と同日現在の追加的な財務諸表を作成して、親会社が

子会社の財務情報を連結できるようにする。実務上不可能な場合には、親会社は子会社の直近の財務諸表を用い

て子会社の財務情報を連結しなければならないが、当該財務諸表の日付と連結財務諸表の日付との間に生じた重

要な取引又は事象の影響について調整する。いかなる場合でも、子会社の財務諸表と連結財務諸表の日付の差異

は３か月を超えてはならず、報告期間の長さ及び財務諸表の日付の差異は毎期同一でなければならない。

また、関連会社及び共同支配企業については、IAS第28号「関連会社及び共同支配企業に対する投資」に基づ

き、企業が持分法を適用する際には、関連会社又は共同支配企業の直近の利用可能な財務諸表を使用する。企業

の報告期間の末日が関連会社又は共同支配企業と異なる場合には、関連会社又は共同支配企業は、実務上不可能

な場合を除いて、企業の使用のために、企業の財務諸表と同じ日付で財務諸表を作成する。子会社と同様に、持

分法を適用する際に用いる関連会社又は共同支配企業の財務諸表を企業と異なる日付で作成する場合には、その

日付と企業の財務諸表の日付との間に生じた重要な取引又は事象の影響について調整を行わなければならない。

いかなる場合にも、関連会社又は共同支配企業の報告期間の末日と企業の報告期間の末日との差異は３か月以内

でなければならない。報告期間の長さとその末日の差異は毎期同じでなければならない。

 

日本では、企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」に基づき、子会社の決算日と連結決算日の

差異が３か月を超えない場合には、子会社の正規の決算を基礎として連結決算を行うことができる。但し、この

場合には、子会社の決算日と連結決算日が異なることから生じる連結会社間の取引に係る会計記録の重要な不一

致について、必要な整理を行う。

関連会社についても、企業会計基準第16号「持分法に関する会計基準」に従い、投資会社は、関連会社の直近

の財務諸表を使用する。投資会社と関連会社の決算日に差異があり、その差異の期間内に重要な取引又は事象が

発生しているときには、必要な修正又は注記を行う。

 

(2) 連結の範囲及び持分法の適用範囲
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(a)　連結の範囲及び持分法の適用範囲

T-IFRSでは、IFRS第10号「連結財務諸表」に基づき、支配を有する会社(子会社)に対しては連結、IAS第28号

「関連会社及び共同支配企業に対する投資」に基づき、投資先に対して共同支配又は重要な影響力を有する企業

は、関連会社又は共同支配企業に対する投資を持分法で会計処理しなければならない。IFRS第10号では、投資者

が、投資先に対するパワー、投資先への関与により生じる変動リターンに対するエクスポージャー又は権利を有

し、かつ、投資者のリターンの額に影響を及ぼすように投資先に対するパワーを用いる能力を有している場合に

は、投資先を支配していると判定される。IAS第28号では、重要な影響力とは、投資先の財務及び営業の方針決

定に参加するパワーであるが、当該方針に対する支配又は共同支配ではないものと定めている。

またIFRS第12号では、「組成された企業」（特別目的事業体と類似の性格を有すると考えられる。）が規定さ

れており、上記IFRS第10号の支配の概念に照らし、投資者が組成された企業を支配していると判定される場合に

は、連結の範囲に含めることになる。

 

日本では、企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」に基づき、実質支配力基準により連結の範

囲が決定され、支配の及ぶ会社(子会社)は連結の範囲に含まれる。但し、子会社のうち支配が一時的であると認

められる企業、又は連結することにより利害関係者の判断を著しく誤らせるおそれのある企業については、連結

の範囲に含めないこととされている。また、非連結子会社及び重要な影響力を与えることができる会社(関連会

社)については、持分法の適用範囲に含める。尚、日本でも、IFRSの共同支配企業に該当するものには持分法が

適用される。

また、日本では、特別目的会社については、企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」及び企業

会計基準適用指針第22号「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」に基づ

き、特別目的会社が適正な価額で譲り受けた資産から生ずる収益を当該特別目的会社が発行する証券の所有者に

享受させることを目的として設立され、当該特別目的会社の事業がその目的に従い適切に遂行されているとき

は、当該特別目的会社に資産を譲渡した会社から独立しているものと認め、当該特別目的会社に資産を譲渡した

会社の子会社に該当しないものと推定される。したがって、当該要件を満たす特別目的会社は、連結の範囲に含

まれないことになる。但し、このように連結の範囲に含まれない特別目的会社については、企業会計基準適用指

針第15号「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」に基づき、当該特別目的会社の概要、当該特別目

的会社を利用した取引の概要、当期に行った当該特別目的会社との取引金額又は当該取引の期末残高等の一定の

開示を行うことが、特別目的会社に資産を譲渡した会社に求められている。

 

(b)　連結の例外

T-IFRSでは、IFRS第10号「連結財務諸表」に従い、親会社が投資企業の定義に該当する場合には、一定の場合

を除き子会社を連結してはならず、それに代えて、子会社に対する投資をIAS第39号「金融商品：認識及び測

定」に従い純損益を通じて公正価値で測定しなければならない。

 

尚、投資企業の親会社は、投資企業である子会社を通じて支配している企業を含めて、支配しているすべての

企業を連結しなければならない。但し、親会社自身が投資企業である場合を除く。

 

日本では、企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」及び企業会計基準適用指針第22号「連結財

務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」に従い、親会社が、財務上又は営業上若し

くは事業上の関係からみて他の企業の意思決定機関を支配していないことが明らかであると認められる場合に

は、当該他の企業を子会社に該当しないものとして取り扱うことができる。
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(3) 非支配持分

 

T-IFRSでは、IFRS第３号「企業結合」に基づき、企業結合ごとに、取得企業は、取得日現在で、被取得企業に

対する非支配持分のうち、現在の所有持分であり、清算時に企業の純資産に対する比例的な取り分を保有者に与

えているものを、以下のいずれかで測定しなければならない。

(a) 非支配持分の公正価値

(b) 被取得企業の識別可能純資産の認識金額に対する現在の所有権金融商品の比例的な取り分

非支配持分の他のすべての内訳項目は、他の測定基礎がT-IFRSで要求されている場合を除き、取得日の公正価

値で測定しなければならない。

また、子会社に対する親会社の所有持分の変動(非支配持分との取引)で支配の喪失とならない場合には資本取

引として会計処理される。

 

日本では、2013年９月に企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」が改正され、2015年４月１日

以後開始事業年度からは日本でも、「少数株主持分」の呼称は「非支配株主持分」に変更され、また支配を喪失

しない子会社に対する親会社持分の変動額と投資の増減額との差額は資本剰余金に計上されている。

但し、T-IFRSのように非支配株主持分を公正価値で測定する方法は引き続き認められておらず、非支配株主持

分は取得日における被取得企業の識別可能純資産に対する現在の持分で測定される。

 

(4) 他の企業への関与の開示

 

T-IFRSでは、IFRS第12号「他の企業への関与の開示」に従い、次の事項に関する開示が要求されている。

(a)　重大な判断及び仮定（支配、共同支配及び重要な影響力等を決定する際に行った重大な判断及び仮定）

(b)　子会社への関与（企業集団の構成、非支配持分が企業集団の活動及びキャッシュ・フローに対して有し

ている関与、企業集団の資産へのアクセス等に対する重大な制限の内容及び程度、連結した組成された企

業への関与に関連したリスクの内容、所有持分の変動）

(c)　共同支配の取決め及び関連会社への関与（共同支配の取決め及び関連会社への関与の内容、程度及び財

務上の影響、並びに当該関与に関連したリスク）

(d)　非連結の組成された企業への関与（非連結の組成された企業への関与の内容及び程度、並びに当該関与

に関連したリスクの内容及び変動）

 

日本では、上記に関して包括的に規定する会計基準はないが、連結の範囲に含まれない特別目的会社に関する

開示や、企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」に基づき、連結の範囲に含めた子会社、非連結

子会社に関する事項その他連結の方針に関する重要な事項及びこれらに重要な変更があったときは、その旨及び

その理由について開示することが要求されている。

 

(5) 企業結合

 

T-IFRSでは、IFRS第３号「企業結合」に基づき、すべての企業結合に取得法が適用されている(共同支配の取

り決め自体の財務諸表における共同支配の取決めの形成の会計処理、共通支配下の企業又は事業の結合、及び事

業を構成しない資産又は資産グループの取得を除く。)。取得法では、取得日において、取得企業は識別可能な

取得した資産及び引き受けた負債を、原則として、取得日時点の公正価値で認識する。
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日本でも、企業会計基準第21号「企業結合に関する会計基準」に基づき、すべての企業結合(共同支配企業の

形成及び共通支配下の取引を除く。)はパーチェス法(取得法に類似する方法)で会計処理されている。

日本基準とT-IFRSの間には、主に以下の差異が存在する。

 

(a)取得関連コストの処理

T-IFRSでは、IAS第32号及びIAS第39号にそれぞれ準拠して認識される負債性証券又は持分証券の発行コス

トを除き、移転した対価に含めず、サービスの提供を受けた期間の費用として処理する。

 

日本でも、2013年９月に企業会計基準第21号「企業結合に関する会計基準」が改正され、2015年４月１日

以後開始事業年度から、取得関連費用は発生した事業年度の費用として処理する。

 

(b)条件付対価の処理

T-IFRSでは、取得企業は条件付対価を、被取得企業との交換で移転した対価に含め、取得日公正価値で認

識しなければならない。また、条件付対価の公正価値に事後的な変動があった場合でも、一定の場合を除

き、のれんの修正は行わない。

 

日本では、条件付取得対価の交付又は引渡しが確実となり、その時価が合理的に決定可能となった時点

で、支払対価を取得原価として追加的に認識するとともに、のれんの修正を行う。

 

(c)のれんの当初認識及び非支配持分の測定

T-IFRSでは、企業結合ごとに以下のいずれかの方法を選択できる。

・　非支配持分も含めた被取得企業全体を公正価値で測定し、のれんは非支配持分に帰属する部分も含め

て測定する方法(全部のれん方式)

・　非支配持分のうち、現在の所有持分であり、清算時に企業の純資産に対する比例的な取り分を保有者

に与えているものは、被取得企業の識別可能純資産の認識金額に対する比例持分相当額として測定

し、のれんは取得企業の持分相当額についてのみ認識する方法(購入のれん方式)

 

日本では、T-IFRSのように非支配株主持分自体を時価評価する処理(全部のれん方式)は認められておら

ず、のれんは、取得原価が、取得した資産及び引き受けた負債に配分された純額を超過する額として算定

される(購入のれん方式)。

 

(d)のれんの償却

T-IFRSでは、のれんの償却は行わず、のれんは、IAS第36号「資産の減損」に従い、毎期及び減損の兆候が

ある場合はその都度、減損テストの対象になる。

 

日本では、原則として、のれんの計上後20年以内に、定額法その他の合理的な方法により規則的に償却す

る。但し、金額に重要性が乏しい場合には、当該のれんが生じた事業年度の費用として処理することがで

きる。

 

(6) 金融商品の分類及び測定
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T-IFRSでは、IAS第39号「金融商品：認識及び測定」が金融資産及び金融負債を以下のように分類し、測定す

ることを企業に要求している。

 

・　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産(公正価値オプション及び資産であるデリバティブを含む)は

公正価値で測定され、公正価値の変動は純損益に認識される。

・　売却可能金融資産は公正価値で測定される。売却可能金融資産の公正価値の変動はその他の包括利益に認

識される。

・　貸付金及び債権は実効金利法により償却原価で測定される。

・　満期保有投資は実効金利法により償却原価で測定される。

・　金融負債(公正価値オプション及び負債であるデリバティブを除く)は実効金利法により償却原価で測定さ

れる。

・　非上場の株式投資は、取得原価で測定されることがある。

 

またIAS第39号では、一定の要件を満たす場合、当初認識時に金融資産及び金融負債を純損益を通じて公正価

値で測定する金融資産及び金融負債に指定することで、公正価値で測定し、公正価値の変動額を純損益に認識す

ることが認められている(公正価値オプション)。

 

日本では、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に従い、金融資産及び金融負債は以下のように

測定される。

 

・　売買目的有価証券は、時価で測定し、時価の変動は純損益に認識される。

・　個別財務諸表においては、子会社株式及び関連会社株式は、取得原価で計上される。

・　満期保有目的の債券は、取得原価又は償却原価で測定される。

・　売買目的有価証券、満期保有目的の債券、子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券(「その他有価証

券」)は、時価で測定し、時価の変動額は  

a) 純資産に計上され、売却、減損あるいは回収時に損益計算書に計上されるか、又は

b) 個々の証券について、時価が原価を上回る場合には純資産に計上し、下回る場合には損益計算書に計上

する。

・　時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券については、それぞれ次の方法による。

a) 社債その他の債券の貸借対照表価額は、債権の貸借対照表価額に準ずる(即ち、取得原価又は償却原価

で測定される)。

b) 社債その他の債券以外の有価証券は、取得原価をもって貸借対照表価額とする。

・　貸付金及び債権は、取得原価又は償却原価で測定される。

・　金融負債は債務額で測定される。但し、社債については、社債金額よりも低い価格又は高い価格で発行し

た場合など、収入に基づく金額と債務額とが異なる場合には、償却原価法に基づいて算定された価額で評

価しなければならない。

 

T-IFRSで認められている公正価値オプションに関する規定はない。

 

(7) 金融資産の認識の中止
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T-IFRSでは、IAS第39号「金融商品：認識及び測定」に従い、企業が金融資産の所有に係るリスクと経済価値

のほとんどすべてを移転した場合、当該金融資産の認識を中止する。企業が譲渡資産に対する支配を保持してい

ない場合には、当該譲渡資産につき認識を中止する。

 

日本では、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に従い、譲渡金融資産の財務構成要素ごとに、

支配が第三者に移転しているかどうかの判断に基づいて、当該金融資産の認識の中止がなされる。

 

(8) 金融商品の分類変更

 

T-IFRSでは、IAS第39号「金融商品：認識及び測定」に従い、一定の条件を充足する場合には、「純損益を通

じて公正価値で測定」の区分から他の区分へ、「売却可能」の区分から「満期保有投資」又は「貸付金及び債

権」の区分へ分類変更することができる。

 

日本では、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に従い、売買目的又は売却可能(その他有価証

券)から満期保有目的への分類変更は認められず、売買目的から売却可能(その他有価証券)への分類変更につい

ては、正当な理由がある限られた状況(トレーディング業務の廃止を決定した場合に、売買目的として分類して

いた有価証券をすべて売却可能(その他有価証券)に分類変更することができる。)においてのみ認められてい

る。

 

(9) 金融商品の公正価値の開示

 

T-IFRSでは、IFRS第７号「金融商品：開示」に基づき、当該基準の対象となるすべての金融資産及び金融負債

について以下の開示を行うことが要求されている。

 

(a) 企業の財政状態及び業績に対する金融商品の重要性

(b) 企業が当期中及び報告期間の末日現在で晒されている金融商品から生じるリスクの内容及び程度並びに企業

の当該リスクの管理方法

 

日本では、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」及び企業会計基準適用指針第19号「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」に基づき、時価等の開示がすべての金融商品に求められ、かつ金融商品から生

じるリスクについての開示も求められている。但し、金融商品から生じるリスクのうち市場リスクに関する定量

的開示が求められているのは、金融商品から生じるリスクが重要な企業(銀行・証券会社等)が想定されている。

また、市場リスク以外のリスク(流動性リスク・信用リスク)に関する定量的開示については明確な規定がない。

 

(10) 公正価値測定

 

T-IFRSでは、IFRS第13号「公正価値測定」は、一定の場合を除き、他のIFRSが公正価値測定又は公正価値測定

に関する開示（及び、売却コスト控除後の公正価値のような、公正価値を基礎とする測定又は当該測定に関する

開示）を要求又は許容している場合に適用される。IFRS第13号では、公正価値を「測定日時点で、市場参加者間

の秩序ある取引において、資産を売却するために受け取るであろう価格又は負債を移転するために支払うであろ

う価格」と定義している。また、IFRS第13号は、公正価値の測定に用いたインプットの性質に基づき3つの階層

に分類し、公正価値測定を当該階層別に開示することを求めている。
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日本では、すべての金融資産・負債並びに非金融資産・負債を対象とする公正価値測定を包括的に規定する会

計基準はなく、各会計基準において時価の算定方法が個別に定められている。金融商品の時価については、企業

会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」において、時価とは公正な評価額をいい、市場価格に基づく価

額、市場価格がない場合には合理的に算定された価額と定義されている。また、公正価値の階層に関する会計基

準は、現時点では基準化されていない。

 

(11) 資産の減損

 

(a)　固定資産の減損

 

T-IFRSでは、IAS第36号「資産の減損」に従い、資産又は資金生成単位に減損の兆候が認められ、その資産又

は資金生成単位の回収可能価額(処分コスト控除後の公正価値と使用価値(資産又は資金生成単位から生じると見

込まれる見積将来キャッシュ・フローの現在価値)のいずれか高い金額)が帳簿価額を下回ると見積られる場合

に、その差額を減損損失として認識する。減損損失計上後、一定の条件が満たされた場合、のれんに対して認識

された減損を除き、減損損失の戻入が要求される。尚、耐用年数を確定できない無形資産やのれんについては、

減損の兆候の有無にかかわらず、毎年減損テストを実施しなければならない。

 

日本では、企業会計審議会公表の「固定資産の減損に係る会計基準」に従い、資産又は資産グループの減損の

兆候が認められ、かつ割引前将来キャッシュ・フローの総額(20年以内の合理的な期間に基づく)が帳簿価額を下

回ると見積られた場合に、その資産又は資産グループの回収可能価額(正味売却価額と使用価値(資産又は資産グ

ループの継続的使用と使用後の処分によって生じると見込まれる将来キャッシュ・フローの現在価値)のいずれ

か高い方の金額)と帳簿価額の差額につき減損損失を認識する。減損損失の戻入は認められない。

 

(b)　金融資産の減損

 

T-IFRSでは、IAS第39号「金融商品：認識及び測定」に従い、金融資産が減損しているという客観的証拠が存

在する場合には、以下の測定区分ごとの方法に従い減損損失を認識する。

 

・　償却原価で計上されている金融資産(貸付金及び債権又は満期保有投資)：減損損失の額は、当該金融資産

の帳簿価額と、その見積将来キャッシュ・フローを当該金融資産の当初の実効金利で割り引いた現在価値

との差額として測定される。

・　取得原価で計上されている金融資産(非上場の株式投資等)：減損損失の額は、当該金融資産の帳簿価額と

見積将来キャッシュ・フローを類似の金融資産の現在の市場利回りで割り引いた現在価値との間の差額で

測定される。

・　売却可能金融資産：売却可能持分投資の場合、有価証券の取得価額を下回る公正価値の著しい下落又は長

期にわたる下落が減損の客観的証拠となる。売却可能金融資産に関する客観的証拠が存在する場合、累積

損失を資本から振り替え、純損益に認識する。

 

減損損失の戻入は、一定の条件が満たされた場合に要求される。但し、公正価値を信頼性をもって測定できな

いため取得原価で計上されている資本性金融商品、及び売却可能に分類されている資本性金融商品に係る減損損

失についての戻入は、禁じられている。
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日本では、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に従い、満期保有目的の債券、子会社株式及び

関連会社株式並びにその他有価証券のうち、時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品以外のもの

について時価が著しく下落したときは、回復する見込があると認められる場合を除き、時価をもって貸借対照表

価額とし、評価差額は当期の損失として処理しなければならない。時価を把握することが極めて困難と認められ

る株式については、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下した場合には、相当の減額をし、評

価差額は当期の損失として処理する。また、営業債権・貸付金等の債権については、債務者の財政状態及び経営

成績等に応じて債権を３つ(一般債権、貸倒懸念債権及び破産更生債権等)(金融機関では５つ)に区分し、区分ご

とに定められた方法に従い貸倒見積高を算定する。

また日本では、減損の戻入は、株式について禁止されているだけでなく、満期目的保有の債券及びその他の有

価証券に分類されている債券についても原則として認められていない。貸付金及び債権についても、直接減額を

行った場合には、減損の戻入益の計上は認められていない。

 

(12) ヘッジ会計

 

T-IFRSでは、IAS第39号「金融商品：認識及び測定」において、ヘッジに関する方針の文書化等のヘッジ会計

の要件を満たした場合に、以下の３つのヘッジ関係に基づいて会計処理される。

(a) 公正価値ヘッジ：認識されている資産若しくは負債又は認識されていない確定約定(又はこれらの一部)の公

正価値の変動に対するエクスポージャーのうち、特定のリスクに起因し、かつ、純損益に影響し得るものの

ヘッジ。

ヘッジ対象の特定のリスクに起因する公正価値の変動とヘッジ手段の公正価値の変動は、ともに純損益に認

識される。

(b) キャッシュ・フロー・ヘッジ：キャッシュ・フローの変動可能性に対するエクスポージャーのうち、認識さ

れている資産又は負債に関連する特定のリスク又は可能性の非常に高い予定取引に起因し、かつ純損益に影

響しうるものに対するヘッジ。

ヘッジ手段の利得又は損失の有効部分はその他の包括利益に直接認識され、非有効部分は純損益に認識され

る。

(c) 在外営業活動体に対する純投資のヘッジ：在外営業活動体に対する純投資のヘッジ。

有効なヘッジと判断されるヘッジ手段から生じる為替換算差額は、その他の包括利益に直接認識され、非有

効部分については純損益に認識される。

 

日本では、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に従い、原則として、時価評価されているヘッ

ジ手段に係る損益又は評価差額を、ヘッジ対象に係る損益が認識されるまで純資産の部において繰延べる方法

(繰延ヘッジ)による。但し、その他有価証券の場合等の一定の要件を満たす場合、ヘッジ対象に係る相場変動等

を損益に反映させることにより、その損益とヘッジ手段に係る損益とを同一の会計期間に認識する方法(時価

ヘッジ)も認められている。

また、ヘッジ全体が有効と判定され、ヘッジ会計の要件が満たされている場合には、ヘッジ手段に生じた損益

のうち結果的に非有効となった部分についても、ヘッジ会計の対象として繰延処理を行うことができる。尚、非

有効部分を合理的に区分できる場合には、非有効部分を繰延処理の対象とせずに当期の純損益に計上する方法を

採用することができる。

資産又は負債に係る金利の受払条件を変換することを目的として利用されている金利スワップが、金利変換の

対象となる資産又は負債とヘッジ会計の要件を充たしており、かつ、その想定元本、利息の受払条件及び契約期
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間が当該資産又は負債とほぼ同一である場合には、金利スワップを時価評価せず、その金銭の受払の純額等を当

該資産又は負債に係る利息に加減する「特例処理」が認められている。また、ヘッジ会計の要件を満たす為替予

約等については、当分の間、為替予約等により確定する決済時における円貨額により外貨建取引及び金銭債権債

務等を換算し直物為替相場との差額を期間配分する方法(「振当処理」)によることができる。

 

(13) 株式交付費

 

T-IFRSでは、IAS第32号「金融商品：表示」に基づき、株式交付費は、資本からの控除として会計処理され

る。

 

日本では、実務対応報告第19号「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」に従い、株式交付費は、原則と

して支出時に費用として処理する。但し、企業規模の拡大のために行う資金調達などの財務活動(組織再編の対

価として株式を交付する場合を含む。)に係る株式交付費については、繰延資産に計上することができる。この

場合には、株式交付のときから３年以内のその効果の及ぶ期間にわたって、定額法により償却をしなければなら

ない。

 

(14) 退職給付(確定給付制度)

 

(a) 確定給付制度債務の期間配分方法

T-IFRSでは、IAS第19号「従業員給付」に従い、制度の給付算定式に基づいて勤務期間に給付を帰属させる方

法(給付算定式基準)が原則とされている。

 

日本では、企業会計基準第26号「退職給付に関する会計基準」に従い、退職給付見込額について全勤務期間で

除した額を各期の発生額とする方法(期間定額基準)と給付算定式基準のいずれかを選択適用することとされてい

る。

 

(b) 数理計算上の仮定

・  割引率

T-IFRSでは、報告期間の末日時点の優良社債の市場利回りを参照して決定しなければならない。その

ような優良社債について厚みのある市場が存在しない通貨では、報告期間の末日時点の当該通貨建の

国債の市場利回りを使用しなければならない。また割引率は、毎期見直さなければならない。

 

日本では、安全性の高い債券の利回りを基礎として決定するが、これには、期末における国債、政府

機関債及び優良社債の利回りが含まれ、いずれも選択可能である。また、割引率等の計算基礎に一定

の重要な変動が生じていない場合には、割引率を見直さないことが認められている。

 

・　制度資産に係る利息収益（長期期待運用収益）

T-IFRSでは、年次報告期間の開始日時点で、制度資産の公正価値に上記の割引率を乗じて算定する

（期待運用収益の概念廃止）。尚、制度資産に係る利息収益は、確定給付制度債務に係る利息費用と

相殺の上、確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額に含める。

日本では、期首の年金資産の額に合理的に予想される収益率（長期期待運用収益率）を乗じて算定

する。
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(c) 数理計算上の差異(再測定)及び過去勤務費用

T-IFRSでは、数理計算上の差異は、発生時にその全額をその他の包括利益に認識する。その他の包括利益から

純損益への振替（リサイクル）は、禁止されている。また、過去勤務費用は、純損益に即時認識する。

 

日本では、遅延認識が認められており、原則として各期の発生額について平均残存勤務期間内の一定の年数で

按分した額を毎期費用処理する。数理計算上の差異の当期発生額のうち費用処理されない部分(未認識数理計算

上の差異)及び過去勤務費用の当期発生額のうち費用処理されない部分(未認識過去勤務費用)についてはいずれ

も、その他の包括利益に計上する。また、その他の包括利益累計額に計上された未認識数理計算上の差異及び未

認識過去勤務費用のうち、当期に費用処理された部分については、その他の包括利益の調整(組替調整)を行う。

 

(d) 確定給付資産の上限

T-IFRSでは、確定給付制度が積立超過の場合には、確定給付資産の純額を次のいずれか低い方で測定する。

・当該確定給付制度の積立超過

・制度からの返還又は制度への将来掛金の減額の形で利用可能な経済的便益の現在価値(資産上限額)

 

日本では、そのような確定給付資産の上限はない。

 

(15) 株式に基づく報酬

 

T-IFRSでは、IFRS第２号「株式に基づく報酬」がすべての株式に基づく報酬取引に適用され、持分決済型、現

金決済型及び現金選択権付きの株式に基づく報酬取引の３つが規定されている。

(a) 持分決済型の株式に基づく報酬取引：受け取った財又はサービス及びそれに対応する資本の増加を、原則と

して受け取った財又はサービスの公正価値で測定する。従業員及び他の類似サービス提供者との取引におい

て受け取ったサービスについては、付与した資本性金融商品の付与日現在の公正価値で測定する。

(b) 現金決済型の株式に基づく報酬取引：受け取った財又はサービス及び発生した負債を、当該負債の公正価値

で測定する。

(c) 現金選択権付きの株式に基づく報酬取引：株式に基づく報酬取引又は当該取引の構成要素を、現金(又は他の

資産)で決済する負債が発生している場合にはその範囲で現金決済型の株式に基づく報酬取引として、その

ような負債が発生していない場合にはその範囲で持分決済型の株式に基づく報酬取引として、会計処理され

る。

 

また持分決済型取引に関して、ストック・オプション等の公正価値と予想される権利確定数に基づいて費用計

上額を認識した後は、権利確定後に失効した場合でも費用の戻入等の処理は行われず、認識される株式に基づく

報酬費用の総額に影響は生じない。

 

日本でも、企業会計基準第８号「ストック・オプション等に関する会計基準」に基づき、ストック・オプショ

ンの付与日から権利確定日までの期間にわたり、付与日現在のストック・オプションの公正な評価額に基づいて

報酬費用が認識され、対応する金額は資本(純資産の部の新株予約権)に計上される。

但し、同基準の適用範囲は持分決済型株式報酬に限定されており、現金決済型取引等については特段規定がな

く、実務上は発生時に費用(引当)処理される。また持分決済型取引について、日本では、権利確定後に失効した

場合には失効に対応する新株予約権につき利益計上(戻入)を行う等、T-IFRSと異なる処理が行われている。
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(16) 研究開発費

 

T-IFRSでは、IAS第38号「無形資産」に基づき、研究費は発生時に費用計上される。開発費は、一定の基準を

満たす場合に、資産に計上され耐用年数にわたり償却される。

 

日本では、すべての研究開発支出は発生時に費用計上しなければならない。

 

(17) 有形固定資産

 

(a) 減価償却方法

T-IFRSでは、IAS第16号「有形固定資産」に従い、資産の将来の経済的便益が企業によって消費されると予測

されるパターンを反映する減価償却方法を使用しなければならない。減価償却方法は、少なくとも各事業年度末

に再検討を行わなければならない。資産の将来の経済的便益の予測消費パターンに大きな変更があり、減価償却

方法の変更を行った場合には、会計上の見積りの変更として会計処理する。

 

日本では、日本公認会計士協会(以下、JICPAという。) 監査・保証実務委員会実務指針第81号「減価償却に関

する当面の監査上の取扱い」及び企業会計基準第24号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」に基づ

き、減価償却方法は会計方針に該当するが、その変更については、「会計方針の変更を会計上の見積りの変更と

区別することが困難な場合」として、会計上の見積りの変更と同様に取り扱う(遡及適用は行わない。)。

 

(b) コンポーネント・アカウンティング

T-IFRSでは、IAS第16号「有形固定資産」に従い、有形固定資産項目の取得原価の合計額に対して重要性のあ

る各構成部分に当初認識された金額を配分し、個別に減価償却を行わなければならない。

 

日本では、有形固定資産の減価償却の単位に関して、特段の規定はない。

 

(18) 収益認識

 

T-IFRSでは、IAS第18号「収益」に従い、将来の経済的便益が企業に流入する可能性が高く、これらの便益が

信頼性をもって測定されうる時に収益が認識される。収益は受領する対価の公正価値により測定しなければなら

ない。取引から生ずる収益の額は、通常、当該取引当事者間の契約により決定され、企業が許容した値引きや割

戻しの額を考慮した後の公正価値により測定される。物品販売、サービスの提供、利息、ロイヤルティ及び配当

についてそれぞれ認識基準を規定している。

 

日本では、収益認識について特に規定がないが、企業会計原則の実現主義の原則に基づいている。物品販売に

ついては実務上、出荷基準が広く採用されている。割賦販売について、販売基準以外にも入金基準・回収期限到

来基準も容認されている。

 

(19) 繰延税金

 

(a) 繰延税金資産の回収可能性
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T-IFRSでは、IAS第12号「法人所得税」に基づき、将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が

高い範囲内で、すべての将来減算一時差異について繰延税金資産を認識しなければならない。近年に損失が発生

した経歴があるときは、企業は、税務上の繰越欠損金又は繰越税額控除より発生する繰延税金資産を、十分な将

来加算一時差異を有する範囲内でのみ、又は税務上の繰越欠損金若しくは繰越税額控除の使用対象となる十分な

課税所得が稼得されるという他の信頼すべき根拠がある範囲内でのみ認識する。

 

日本では、企業会計基準適用指針第26号「繰延税金資産の回収可能性関する適用指針」に詳細な規定があり、

会社を収益力に基づく課税所得の十分性に応じて分類し、当該分類ごとに繰延税金資産の回収可能性を判断する

ための具体的な指針(数値基準含む。)が例示されている。

 

(b) 繰延税金資産・負債の表示

T-IFRSでは、IAS第１号「財務諸表の表示」に従い、企業が財務諸表上、資産及び負債を流動・非流動に区分

している場合でも、繰延税金資産及び繰延税金負債を非流動資産及び非流動負債として分類することを要求して

おり、流動資産及び流動負債に分類することを禁止している。

 

日本では、繰延税金資産及び繰延税金負債は、関連する資産又は負債の分類に基づき流動又は固定に区分する

ことが要求されている。

 

(c) 内部取引の未実現利益の消去に係る税効果

T-IFRSでは、IAS第12号「法人所得税」に基づき、内部取引の未実現利益の消去に係る税効果は、資産負債法

に基づき、一時差異が発生している資産を保有する買手の税率により繰延税金資産を測定する。買手では、未実

現利益の消去により発生する将来減算一時差異も含め、すべての将来減算一時差異についての繰延税金資産の回

収可能性を判断する。

 

日本では、JICPA会計制度委員会報告第６号「連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針」に基づ

き、内部取引の未実現利益の消去に係る一時差異に対しては、例外的に繰延法に基づき売却元の税率を使用す

る。また、未実現利益の消去に係る一時差異は、売却元の売却年度の課税所得の額を上限とする。

 

(20) リース取引

 

T-IFRSでは、IAS第17号「リース」に基づき、資産の所有権に係るほとんどすべてのリスク及び経済価値が借

手に実質的に移転するリースは、借手の財務諸表にファイナンス・リースとして資産計上され、対応するリース

債務が負債計上される。

 

日本では、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に従い、ファイナンス・リース取引とは、解

約不能かつフルペイアウトの要件を満たすものをいい、ファイナンス・リース取引に該当するかどうかについて

はその経済的実質に基づいて判断すべきものであるとしている。但し、解約不能リース期間がリース物件の経済

的耐用年数の概ね75％以上、又は解約不能のリース期間中のリース料総額の現在価値がリース物件を借手が現金

で購入するものと仮定した場合の合理的見積金額の概ね90％以上のいずれかに該当する場合は、ファイナンス・

リースと判定され、借手の財務諸表に資産計上し、対応するリース債務を負債に計上する。尚、少額(リース契

約１件当たりのリース料総額が300万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース)又は短期(１年以内)のファイ

ナンス・リースについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行うことができる。
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(21) 有給休暇

 

T-IFRSでは、IAS第19号「従業員給付」に従い、有給休暇の権利を増加させる勤務を従業員が提供したときに

有給休暇の予想コストを認識する。

 

日本では、有給休暇に関する特段の規定はない。

 

(22) 借入コスト

 

T-IFRSでは、IAS第23号「借入コスト」に基づき、適格資産の取得、建設又は生産に直接起因する借入コスト

は、当該資産の取得原価の一部として資産化される。但し、借入コストが将来、企業に経済的便益をもたらすこ

とが確実であり、かつ、原価が信頼性をもって測定可能である場合に限る。資産化の条件を満たさないそれ以外

の借入コストはすべて、発生した期間の費用として認識される。

 

日本では、借入コストは原則として発生した期間に費用処理しなければならない。但し、不動産開発事業を行

う場合にはJICPA業種別監査研究部会建設業部会・不動産業部会「不動産開発事業を行う場合の支払利子の監査

上の取扱いについて」に基づき、また、固定資産を自家建設する場合には「企業会計原則と関係諸法令との調整

に関する連続意見書」第三に基づき、一定の要件を満たす場合には借入金の支払利子の資産化が容認されてい

る。

 

(23) カスタマー・ロイヤルティ・プログラム(ポイント制度)

 

T-IFRSでは、IFRIC解釈指針第13号「カスタマー・ロイヤルティ・プログラム」に基づき、販売取引の一部と

して顧客に付与された特典クレジットは、受領したか又は受領し得る対価の公正価値を「特典クレジット」と

「当該販売のその他の構成要素」との間で配分し、当該販売取引から独立した識別可能な構成要素として会計処

理しなければならない。

 

日本では、ポイント制度の会計処理に関する明確な指針はない。

 

(24) 負債と資本の区分

 

T-IFRSでは、IAS第32号「金融商品：表示」に基づき、当初認識時に、契約の実質、並びに金融負債、金融資

産及び資本性金融商品の定義に従い、金融負債、金融資産又は資本性金融商品に分類する。

 

日本では、会社法上の株式として発行された金融商品は、純資産の部に計上される。

 

(25) 損益計算書上の表示

 

T-IFRSでは、IAS第１号「財務諸表の表示」に基づき、収益又は費用のいかなる項目も、純損益及びその他の

包括利益を表示する計算書又は注記において、異常項目として表示してはならない。尚、IAS第１号では「営業

利益」を定義していないため、包括利益計算書に営業利益を表示することは要求されないが、認められる。
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日本では、企業会計原則及び企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」に基づき、損益計算書上、

売上総利益、営業利益、経常利益、特別利益を含む損益の段階別表示を行わなければならない。

 

＜訂正後＞

（前略）

３【その他】

(1) 後発事象

本書の他の箇所で記載されている事項を除き、後発事象に関して追加すべき事項はない。
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